公益社団法人農林水産・食品産業技術振興協会　御中

平成29年度「知｣の集積による産学連携推進事業のうち知的財産の技術移転加速化事業
「周辺特許情報等の調査」「共有特許等の権利調整」支援申請書
平成２９年○月○日
１．申請者
　役　割：例１）○○プラットフォームにおけるプロデューサー

例２）○○プラットフォームの○○コンソーシアムにおける研究代表者
氏　名：○○　○○　　印
所　属：○○株式会社
部　署：○○部
役　職：○○部長
住　所：〒○○○－○○○○　○○県○○市・・・○丁目○番地○号
ＴＥＬ：○○－○○○○－○○○○
ＦＡＸ：○○－○○○○－○○○○
E-Mail：○○○○@○○○.jp
２．プロデューサー
　役　割：○○プラットフォームにおけるプロデューサー

氏　名：○○　○○　　印
所　属：○○株式会社
部　署：○○部
役　職：○○部長

住　所：〒○○○－○○○○　○○県○○市・・・○丁目○番地○号
ＴＥＬ：○○－○○○○－○○○○
ＦＡＸ：○○－○○○○－○○○○
E-Mail：○○○○@○○○.jp
（注）１の申請者がプロデューサーである場合は、２は空欄で結構です。１の申請者が研究代表者である場合のみ、２のプロデューサー欄に記入して下さい。
３．連絡窓口
氏　名：○○　○○
所　属：○○株式会社
部　署：○○部
役　職：○○部長

住　所：〒○○○－○○○○　○○県○○市・・・○丁目○番地○号
ＴＥＬ：○○－○○○○－○○○○
ＦＡＸ：○○－○○○○－○○○○
E-Mail：○○○○@○○○.jp
　申請者との関係：例）○○コンソーシアムにおける研究分担者
（注）申請者とは別の者が連絡窓口を担当する場合のみ記入して下さい。

４．研究プロジェクト、知的財産戦略について
「周辺特許情報等の調査」と「共有特許等の権利調整」のどちらに申請する場合も、以下の１）、２）について記入して下さい。
１）研究プロジェクトについて
（1）背景・目的
取り組んでいる、あるいは取り組もうとしている研究プロジェクトの背景・目的について記載して下さい。
（2）内容
取り組んでいる、あるいは取り組もうとしている研究プロジェクトの内容について記載して下さい。
（3）体制
取り組んでいる、あるいは取り組もうとしている研究プロジェクトの推進体制について、構成メンバー、役割等を記載して下さい。
（4）商品化・事業化の計画（ビジネスモデル）
商品化・事業化の計画について記載して下さい。海外への事業展開も想定されているようでしたら、そのことも記載して下さい。
（5）検討状況・実施状況
取り組んでいる、あるいは取り組もうとしている研究プロジェクトの検討状況・実施状況について記載して下さい。
２）知的財産戦略について
（1）体制・方法
　　知的財産戦略を策定する体制・方法等について、記載して下さい。
（2）検討状況・策定状況
　　どのような知的財産戦略を検討しているか、あるいは策定しているか、記載して下さい。
５．依頼内容

「周辺特許情報等の調査」に申請する場合は１）のみに、「共有特許等の権利調整」に申請する場合は２）のみに、「周辺特許情報等の調査」と「共有特許等の権利調整」の両方に申請する場合は、１）及び２）の両方に記入して下さい。
１）周辺特許情報等の調査
（1）対象技術等
　　本研究で活用している、あるいは活用しようとしている技術シーズ等について、記載して下さい。
（2）依頼目的
　　依頼目的、抱える課題の詳細について、記載して下さい。
（3）依頼内容
具体的にどのような情報について調査・分析してほしいか、関係する特許、技術範囲等を含め、できるだけ詳細に記載して下さい。
（4）調査結果の活用方法
得られた調査結果をどのように活用していこうとしているか、その後の行動・計画・スケジュール等について記載して下さい。
（5）面談の希望
特許事務所等とはメール・電話のやり取りだけでなく、面談も可能です。面談を希望する場合は、その理由と希望する回数について記載して下さい。
（6）添付資料
　　添付資料があれば、以下に概要を記載し、資料を添付して下さい。
２）共有特許等の権利調整
（1）対象技術等
　　本研究で権利調整が必要となっている技術、特許等の内容について、記載して下さい。

（2）依頼目的
　　依頼目的、抱える課題の詳細について、記載して下さい。
（3）依頼内容
具体的にどのようなことについて調整方法の提案をしてほしいか（例：①秘匿化、特許化、公知化等の取り扱い、②特許化する場合の持ち分、実施権、不実施補償、③クロスライセンシング等）、関係する技術、特許、関係する機関等を含め、できるだけ詳細に記載して下さい。
（4）結果の活用方法
得られた結果をどのように活用していこうとしているか、その後の行動・計画・スケジュール等について記載して下さい。
（5）面談の希望
特許事務所等とはメール・電話のやり取りだけでなく、面談も可能です。面談を希望する場合は、その理由と希望する回数について記載して下さい。
（6）添付資料
　　添付資料があれば、以下に概要を記載し、資料を添付して下さい。
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